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Abstract 

We have fully updated the educational computer system in Kitakyushu National College of Technology on March 20 11. We adopted 

two new technologies, cloud computing and virtualization to our system. Cloud computing is the delivery of computing providing 

computation, software, data access, and storage services. We choose two educational cloud services, one is Google Apps for 

Education the other is Microsoft Live@Edu. All students, teachers and staff can use Gmail, Google Calendar or Microsoft Outlook 

Web Apps and Office Web Apps. There are no servers and storages concerning these educational cloud services in our campus. We 

also reduce hardware cost of existing other services Windows Server or UNIX server using VMware ESXi.  The redundant server has 

six Server OS, and using virtualization technology. We can reduce not only hardware cost but also running cost such as ele ctric 

power, installation space and management cost. We already achieved the introducing account management system last year. All 

users have to do is to remind only one password to login Windows/Linux Gmail and WebClass (LMS) and so on. LDAP appliance 

server AXIOLE can provide us account management system for multi services. 
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1. はじめに 

 

平成23年4月に新しい教育用システムの稼働を開始した。

旧システムの稼働開始は平成17年4月であったため実に6年

間の稼働と なった。 本来の予定では5年間の間隔を想定して

いたが、 システムが概ね安定している点と 、 ク ラ イアント

OSが確実にWindows7に切り 替わると いう 点を考慮して更新

を1年送らせた。  

旧システムが本校のニーズを満たしており 、特に変更を要

求される点はなかったため、旧システムをベースに本校ITセ

ンター教育室が将来必要になると 思われる要素を拡充する

と いう 方針で仕様策定を開始した。 大きな追加は「 1. 教育

用ク ラ ウド 」 、 と 「 2. 仮想化システム」 と いう 2点である。

図1に仕様策定にあたり 、 本校教育システムの構想を示す。

図2に示す通り システムの中核は認証レイヤである 。  

 

図1. 本校教育システム構想 

 

旧教育用システムでは、はじめて業界標準であるサーバ用

19インチラッ クを採用し、 1U型のサーバを導入した。 電子

計算機室のサーバルームのスペースに限り があり 、これまで

のよう にタワー型のサーバを導入するこ と は難しいと 判断

したためである。学内業務のIT化が進むにつれこの傾向は加

速し、現在は校内LAN主要サーバ群、Webサーバ群がラッ ク

マウント サーバに取り 付けられている。今回導入するシステ

ムもラッ クマウント 式を採用した。旧システムではサーバ用

途ごと に1台ずつ物理サーバを用意したが、 新システムでは

仮想化技術を用いるこ と で論理的にサーバを用意するこ と

が可能と なったため、 さ らなる集約化を実現した。  

「 教育用クラウド システムの導入」 も IT教育総合情報セン

ターの長年の達成目標であった。スマート フォン、タブレッ

ト と IT技術の普及はさらに加速し、比例する形でe-learningの

利用率も上昇している。インターネッ ト における連絡手段は

未だ電子メ ールが主役であり 、学生の利用率を向上させる電

子メ ールシステムを導入するこ と は、各校IT担当者の共通目

標である。教職員と 違い、学生は研究室に配属されない限り

専用のPCを利用する事は出来ないため、Webメ ール環境の方

が適している。 本科・ 専攻科合わせて1,200名余り の学生が

快適に利用出来る環境を考えると 、処理能力、メ モリ 、スト

レージ、そしてサーバ設置場所を考えたると 、教育用クラウ

ド を利用するこ と がベターなソ リ ューショ ンと して浮上し

た。教育用クラウド の導入に関しては、電子メ ールデータが

海外企業のサーバにあると いう こ と に関して不安視する意

見もあるが、本校では学生利用である事と 、一年以上かけて

議論を行い、他校の導入実績から教育用利用に問題はないと

判断した。以上が導入背景である。次節以降で各項目につい

て説明する。  
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2. 仮想化 

 

2.1 仮想化技術導入経緯 

仮想化には様々な利点が挙げられる。本校においてはまず

設置スペースの関係からサーバを集約する方がよいと 判断

した。サーバ数を減らすこと で消費電力や空調に関してもコ

スト を削減できる可能性がある。またサーバをファイルと し

て運用するため管理コスト の削減が期待できる。しかしなが

ら物理サーバを 1台に集約してしまう と 、 ハード ウェアト ラ

ブル時の被害が甚大と なる。 しかし、 完全な2重構成にする

と 予算面で厳しく かつ、普段の活用割合が低く なる。実際に

仮想化を導入する際には上記のバランスを考慮し、最低限必

要なパフォーマンス、スケーラビリ ティ を考慮して性能を決

定し、 2台構成にするのがよいと 思われる。 今回導入した仮

想化用サーバのスペッ クは、 Intel Xeon X5670 (2.93GHz/12コ

ア)、メ モリ 64GB以上、 1000Base-Tを8ポート 以上と した。現

在7つの仮想サーバを 2台の物理サーバ上で稼働させている

が、 ト ラブル発生時には復旧までの間、 1台に集約して運用

するこ と も可能である。  

VMware vSphere 4 Advanced Edition相当以上の機能を持つ

仮想化システムが必要であると 判断した。 特にvMotionは稼

動中の仮想サーバのダイナミ ッ ク な移動のために必須であ

る。 vMotionについて説明する。  

 

2.2 vMotion 

図2にvMotionの概念図を示す。複数のサーバは物理サーバ

が構成するリ ソースプールの上で構築された論理サーバ上

で起動する。論理サーバは仮想化されたハード ウェアにイン

スト ールされている。仮想化されていると はいえ、物理サー

バ上のCPUのコアを1個以上割り 当てられており 、 同様にメ

モリ やディ スク も物理サーバ上のリ ソースから割り 当てら

れている。従って仮想化と いえども物理的制約がなく なった

わけではない。 しかしながら リ ソースプールを物理サーバ2

台以上で構成されている場合には、 vMotionを用いてダウン

タイムなしにサーバを稼働させる事ができる。導入当初のサ

ーバ群であれば、 冗長化された2台の物理サーバのう ちどち

らかのサーバにハード ウェアト ラブルが発生した時にも、即

座に対応できる。  

 

図2. vMotion概念図 

2.3 ダウンタイム軽減の必要性 

教育用電子計算機システムの利用はミ ッ ショ ンク リ ティ

カルシステムと 言わないまでも 、年を追う ごと により 少ない

ダウンタイムが要求されるよう になった。年に数度の作業停

電時はもちろん、今回の更新にあたっても教育用サーバ群を

長期間停止する事に対してクレームがく るよう になった。こ

れは本校における教育用システムの利用が、これまでの「 授

業時間に教室で計算機教育環境を提供する」と いう ものから、

「 e-learningや電子メ ールシステムなどネッ ト ワーク を利用

するこ と で時間的空間的制約を超えてサービスを提供する」

と いう 形態に進化したこ と の証左と いえる。  

しかしながら大学や研究機関等と 比較して、高専が教育用

電子計算機システムに割り 当てる事の出来る予算は極めて

少ない。サーバハード ウェアの一部にト ラブルが発生したと

過程しよう 。通常主要ハード ウェアの保守契約はセンド バッ

ク形式で行われる。センド バッ ク と はどのハード ウェアにト

ラブルが発生しているか原因を切り 分け、部品を取り 外しメ

ーカーに送り 、修理後送り 返されてく る形態のサポート であ

る。 そのため2,3週間かかるこ と も珍し く ない。 これまでは

この形態のサポート であっても問題は少なかった。例えば過

去にはActive Directoryサーバに不具合が発生した際、 ク ライ

アント PCをスタンド アローンで動かして授業を行い対処し

たと いう 事例がある。だが現在WebClass、電子メ ールシステ

ムが使えないと いう 状況はと う てい許されるものではない。

今や教育用システムにおいてもサーバの冗長化は必須と い

える。  

冗長化と は待機系のハード ウェアを用意し、主系ハード ウ

ェアにト ラブルが発生した時に待機系に切り 替える事をさ

す。障害が発生してから待機系を稼働させるこ と をコールド

スタンバイ、主系と 同じ動作を行っている待機系に即座に切

り 替える事をホッ ト スタンバイと 呼ぶ。一般にホッ ト スタン

バイはコールド スタンバイに比べて、同期設定等にコスト が

かかるため、予算の制約から導入出来ない事が多い。しかし

ながら今回導入したVMware ESXiのvMotionを利用するこ と

でホッ ト スタンバイと 同等の環境を構築できた。主系、待機

系の区別なく どちらのサーバが停止したと しても 、片方のサ

ーバで引き続き運用するこ と が可能である。  

 

2.3 VMware HA 

こ こで「 vMotionで仮想サーバを別の物理サーバに動かす

と いっても誰が行う のか？」「 作業担当者が到着するまでの、

ダウンタイムは発生するのではないか？」と いう 問題に直面

する。 しかしながらこの問題も VMware HAで解決する事が

可能である。 VMware vCenterが導入されている、 2台以上の

VMware ESXが導入されている、 共有スト レージが構成され

ている、 等の条件を満たすこ と でVMware HAが利用可能と

なる。 VMware HAの動作について説明する。 一方のサーバ

にト ラブルが発生したと 仮定する。なんらかの理由でサーバ

の電源断が発生し 、 サーバが起動しなく なったと しよ う 。

vCenter serverが異常を検知し、 共有スト レージ上にある仮想

マシンを正常に動作している物理サーバに割り 当て、再度サ

ーバが起動する。 vCenter Serverが停止中であっても 、 各ESX

44                            北九州工業高等専門学校研究報告第45号（ 2012年1月）  



のサービスと してインスト ールされたエージェント がフェ

イルオーバー機構を実現する。 図3にvCenter Serverの設定画

面を示す。本校仮想環境におけるデータセンター、ク ラスタ

ー、 ホスト 仮想マシン及びVMware HAの設定を確認するこ

と ができる。  

 

 

図3 vCenter Server設定画面 

 

図3よ り VMware DRSの設定を確認する事ができる。 DRS

と はDistributed Resource Schedulerを意味し、 その時の負荷に

応じて自動的にvMotionを実行し、 負荷を分散する事が可能

と なる。 従ってハード ウェアト ラブル時にVMware HAによ

って、別サーバによって移動した仮想サーバは、ハード ウェ

アト ラブルから復旧した時に元の構成に戻り 運用される。  

 

2.4 iSCSI 

前節でvMotion, VMware HA, VMware DRSについて述べた

が、いずれも高性能な共用スト レージシステムを導入して初

めてその性能を発揮すると いえる。今回導入したものはSAS

を 14台搭載可能なも のと し 、 ４ Gbps Fiber Chanelと 1Gbps 

iSCSIポート をそれぞれ2系統ずつ有している。 RAIDの構成

も各レベルの筐体内混在が可能であり 、電源・ FABユニッ ト

も冗長化可能かつホッ ト スワッ プに対応している。 今回は

iSCSIをスト レージに採用している。 iSCSIと はSCSIプロト コ

ルをTCP/IPネッ ト ワーク で利用する規格である。 ギガビッ

ト ・ イーサネッ ト の普及により 、導入にあたってのコスト パ

フォーマンスが良好であるこ と が採用の理由である。  

 

2.5 高専での仮想化導入に関する考察 

高専において、仮想化システムを導入する意義について考

察する。予算も人的リ ソースも限られた高専においては、ど

の程度の稼働率が求められているかを考慮しなければなら

ない。 PC教室用のActive Directoryサーバを運用する程度であ

れば、 サーバの重要性はそれほど高く なく 、 スト レージを

RAID構成などで運用するこ と でニーズを満たせる。 しかし

ながらそこに、 e-learningやWebDAV等のファイルサーバ、電

子メ ールサーバ(本校はクラウド 上で運用)等が稼働すると 、

要求されるダウンタイムは極めて短いものと なる。ホッ ト ス

タンバイのための予算がなく 、迅速に復旧するための人員も

確保出来ない場合、 現時点におけるVMware社が提供する一

連の仮想化技術の採用は最善と いえる。仮想化技術の利点は

耐障害性だけではない。教育用計算機システムは導入年度に

全体を設計し、 以降は4-6年の間レンタル費用を支出すると

いう 形式であるため、年度途中でのハード ウェアの追加・ 削

減は一般的に難しいと いえる。しかしながら最初にリ ソース

プールを確保し、サーバを論理的に構築する事ができる仮想

化技術は変化に強いシステムであると も言える。  

 

3. 教育用クラウドシステム 

3.1 教育用クラウド導入経緯 

本校では早く から 教育用ク ラ ウ ド の導入を検討し

てきた。 教職員の業務用途に対しては導入が見送られ

たが、 教育用途には問題がないであろう と いう 判断を

正式に委員会において決定した。 こ れを受け新システ

ム 導入の 10ヶ 月前か ら 試験的に Google Apps for 

Educationを導入し た。 従来の教育用サブド メ イ ンは

eduであったため、新たにappsと いう サブド メ イ ンを決

定し 、DNSサーバへの登録を行い、あら たにKCT Apps

と いう 名称で試験運用を行った。 学生へ電子メ ール利

用を促進するためには、 よ り 信頼性があり 、 使いやす

いサービスが必要であったが、 Gmailはその要件を満

たし ている 。 非常に高機能なメ ールサービスであり 、

1人当たり に容量は25GBを超える 。 優れた spam判定、

ラ ベル/フィ ルタによ る メ ール管理等は、既に多く のユ

ーザの支持を集めている 。 ド メ イ ンでの運用なので、

メ ーリ ングリ ス ト に相当するグループ機能や、 整備さ

れた連絡帳などによ り 、 学生の利用率が上昇している 。 

図4にGoogle Appsの設定画面を示す。常時200人前後の

ユーザが週ごと に使用している こ と がわかる 。  

 

図4. Google Apps ステータ ス  

 

3.2 高専での教育用クラウド導入に関する考察 

すでに多く の大学で教育用ク ラ ウ ド を導入してい

る 。 Google Apps for Education, Microsoft Live@Edu, 

Yahoo Mailと いった違いはあるが、 電子メ ールのイ ン

フラ ・ 管理コス ト の削減が第一の目的である と 思わ

れる 。 学生数の多い大学ではコス ト 削減効果も 大きい。

も ちろん高専でも その効果は大きい。現在Google Apps

では一人あたり 25GBのメ ール容量を提供している 。学

生数を 1200と 見積も る と 30TBと なり 、 RAID構成まで

考慮する と 導入検討さ え不可能である 。 も ちろんこ の

容量が必要である と はいえないが、 容量を気にせずに

利用出来る と いう のは利点である と いえる 。 メ ールは

全てGoogleのサーバにあり 、 メ ールを貯めこ んでも ロ

ーカルのWindowsが重く なる と いう こ と はなく 、 検索
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も 高速である 。Google Apps for Businessを採用する企業

も 増えており 、 学生がWebメ ールに慣れておく と いう

効果も 期待できる 。  

導入にあたり Google, Microsoft, Yahooと 検討したが、

機能と 使いやすさ 、 コ ス ト の面から Googleをメ イ ンに

使用するこ と にし た。 し かし ながら Office Web Appsの

動向や、 高専がMicrosoftと 提携した事を考慮し 、

Microsoftも 利用可能と し た。  

 

4. LDAPによる認証一元管理 

4.1 認証一元管理導入経緯 

平成17年度の更新から IT教育総合情報センターでは

アカウント の一元管理を目標に掲げてきた。 旧システ

ムではActive Directoryを イ ン ス ト ールし たWindows 

Server上でService for UNIXをイ ンス ト ールし 、NISを動

かすこ と で、 電子メ ールやWebClassと 認証一元化を実

現し た。 し かし 認証の重要性が高ま る と 、 Windows 

Serverではなく 認証に特化し たアプラ イ アンス製品の

採用が望まれるよ う になった。 例えばWindows Server

を用いる場合、 再起動に要する時間、 セキュ リ ティ の

都合上Windows Updateを行わなければなら ない時の動

作検証、 ディ スク 障害等の要因が無視できなく なった

ためである 。  

そこ でLDAPアプラ イ アンス製品である AXIOLEを

導入し 、 全面的に認証サーバと し て参照、 教育用シス

テムの基礎と し た。 認証専用の製品を導入したこ と に

よ って、 教育用システムはよ り 安定して運用する事が

可能と な っ た 。 Windows Serverを 再起動し て も 、

WebClass等の他の認証に支障をきたさ ない。 何よ り ユ

ーザのパスワード 管理が、 各自がWeb上で行えるよ う

になった。 例えばユーザがリ マイ ンダ用に携帯電話の

メ ールアド レスを設定しておけば、 パスワード を忘れ

た際にも ユーザの権限のみでリ セッ ト する こ と がで

き る 。 管理者グループと いう 概念があるため、 IT系の

科目を担当する 教員に権限を付与する こ と でセンタ

ース タ ッ フの代わり に学生のパス ワード リ セッ ト 作

業も 依頼できる 。  

 

4.2 RODC、WebDAV 

今回の導入では各学科のPCの教室も 恩恵を受けて

いる 。 RODCを設置し異なる PCの教室でも 同一のアカ

ウント 情報持たせ、 管理者の負担削減と なった。 また

ネッ ト ワーク 構成の見直し と 、 ト レージサーバの性能

向上によ り 学内であればどのPCの教室でも 同じ ホー

ムド ラ イ ブにアク セスでき る 。 各ユーザのホームド ラ

イ ブはWebDAVと し ても 提供さ れているため、 学内は

も ちろん学外から も 認証を経由し てセキュ アにアク

セス可能である 。  

 

4.3 Rubyによるユーザ登録支援 

複数のサービスが認証サーバに依存するため、 各シ

ステムの設定の整合性を取る必要がある 。 アカウント

情報は認証サーバが持つが、 各サービスへのオプショ

ン的な項目はCSVやBATファ イルでの設定が必要と な

る 。 こ れら の処理は年度末、 年度始に集中し大変な負

担と なっていた。 こ れを緩和するため図5に示すよ う

に処理スク リ プト を作成し 、 ユーザ登録支援と し てい

る 。  

 

図5 スク リ プト による処理のフローチャート  

 

おわりに 

 

認証基盤を整備する こ と で教育用システムの利便

性を大き く 高める事を実現した。 一つのアカウント で

全ての教育用サービスを利用する こ と が可能である 。

仮想化、 ク ラ ウ ド に対応するこ と で機能を高めつつ管

理コス ト を大き く 削減している 。 現在高専機構主導に

よ る認証サーバ全高専導入が進められているが、 本校

教育用システムはその先駆けと も いえる も のである 。 

今後の検討課題と し てまずパス ワード 管理ポリ シ

ーが挙げられる 。 また信頼性の高い電子メ ールの提供

を実現したので、 今後は学生に電子メ ールをどれく ら

いの頻度で利用する こ と を推奨する かを考えていく

必要がある 。 現在急増しているスマート フォンの活用

も 考慮する必要がある 。  
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